
全国連合では、令和4年6月~8月、都道府県スポーツ推進委員協議会担当窓口の協力

を得ながら都道府県スポーツ推進委員協議会及び各市区町村の組織に対しアンケートを実

施した。その結果の概要は次のとおり。

スポーツ振興法が一部改正され、平成20年4
月から各都道府県のスポーツ推進委員協議会等
の所管部署は必ずしも教育委員会に限定されな
いことになった。その結果、都道府県調査で教
育委員会所管は平成20年調査では37、平成25
年調査では29、さらに平成30年調査では18ま
で減少。今回は13となり、知事部局と回答し
た都道府県の数は30となった。

①所管部署から都道府県協議会等への支援
所管部署からスポーツ推進委員協議会等

へ補助金や分担金を支出しているのは21
都道府県で金額は図のとおり。

スポーツ推進委員の組織について1

都道府県の組織
（令和 4年度スポーツ推進委員組織調査より）

（1）都道府県スポーツ推進委員協議会等の所管部署

（2）都道府県協議会等を所管部署に設置している場合の実態

1. スポーツ推進委員協議会の所管部署
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100万円未満 100万円以上～
200万円未満
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アンケート結果

教育庁・教育委員会

知事部局
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各都道府県におけるスポーツ基本法に基づく「地
方スポーツ推進計画」の策定状況は、図のとおりで
ある。

「地方スポーツ推進計画」について「策定済」と回答
があった中でスポーツ推進委員の資質向上や研修の
充実について記述しているのは31都道府県。推進
委員と総合型地域スポーツクラブの創設育成につい
ての記述があるのは28都道府県。スポーツ推進委
員が果たすスポーツ活動全般にわたる連絡調整につ
いての記述があるのは22都道府県であった。

都道府県が主催する初任者研修会については30都道府県で開催されている一方で、17都道府県では
開催されていない。

（2）初任者研修会
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０回 1回 2回 3回 4回 5回 6回 7回 8回以上
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（1）県の研修会

2. 都道府県が実施する研修会等

3. 地方スポーツ推進計画の策定

各都道府県における研修
会等の開催回数について
は、図のとおり、年に1回
か2回実施している例が多
いが「0回」との回答が5都
道府県あった。

平成30年度調査時点の北海道事務局は委託料
を受けて公益財団法人が事務を担当する体制に
あったが、現在は協議会で対応している。
また、宮城県は所管部署外に事務所を置き常勤

職員を配し、栃木県、埼玉県及び東京都のように

所管部署外に事務所を置き非常勤職員を配してい
る例がある。福岡県では県の職員とは別に常勤職
員を配している。このほか茨城県のように県の会
長が所属する市の職員が担当する例もある。

②所管部署が行う都道府県協議会等の事務処理
協議会等の事務処理については、図に示し

たように36都道府県において都道府県職員が
行っている。この中にはほぼ専従として指導主
事を配している千葉県の例も含めた。協議会職
員が行っているのが北海道を含め6都道府県、
都道府県職員と他の職員が行っているのが4
県。他に市職員が担当しているのが1県である。

都道府県職員が
行っている

策定済

準備中

都道府県職員
と他の職員が
行っている

その他

事務処理

事務局について

都道府県研修会開催回数

地方スポーツ推進計画の策定

36

未定

38

3
6

4
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（1）�スポーツ推進委員の	
 職務について

（2）�職務に「連絡調整」を	
書き込んでいる

市区町村の組織
（令和 4年度スポーツ推進委員組織調査より）

都道府県レベルでのスポーツ推
進委員の所管は知事部局に移行す
る傾向があるが、スポーツ推進委
員に関する規定は「教育委員会規
則」とする例が圧倒的に多い。

平成23年に「スポーツ基本法」が制定され体育
指導委員の名称はスポーツ推進委員に置き換わ
り、職務に「連絡調整」が明記されたが、条例や規
則に「連絡調整」を書き込んだ市区町村の数は半数
にとどまっている。
回答「ウ」の具体的内容を見ると「委員は、相互
に連絡を密にし、協力しなければならない。」と
委員相互の連絡を回答した市町村が64件あった。
なお、「スポーツ推進委員は、相互に密接に連絡し、
協力をする。」と委員相互の「連絡」を「ア」と回答し
た例があったように、「連絡調整」の意味すること
の認識にばらつきがみられる。

1. 市区町村における条例等の規定について

ア.	 �各市区町村教育委
員会規則で規定し
ている
1,233

332

828

139

696

101

ア．�書き込んで	
いる

イ．�連絡調整に	
ついて触れていない

ウ．�「連絡調整」について	
ほかの形で記述している

ウ．�条例上にスポーツ推進委員の
職務について規定していない

イ．�各市区町村の条例
で規定している

74%

50％
42％

8％

20％

6％

アンケート結果



（1）年齢構成　（人）

（3）職業（2）経験年数

年齢構成では41歳～70歳までが全体の80％を占めている。

3. 委嘱されているスポーツ推進委員について

スポーツ推進委員の定数の照会についての回答は次のとおり。

定数が「適正」であると回答した市区町村のうち、定数を満
たしていない市区町村数は891件に及ぶ。定数と委嘱数が同
じとなっている充足率100%の市区町村数は565件、平均の
充足率は87.12%となっている。
定数を満たせない理由として「成り手不足」「人材不足」を挙

げている例が多く、予算上の問題を理由として挙げたところ
もある。
一方で、定数に満たなくとも実際の活動に問題はないとす

る市町村が92件ある。
定数を満たしながら「イ」と回答している例が11件あるが、

多くは定数を満たしていない状況を「イ」と回答しているよう
に見える。
予算不足、高齢化・人口減少、成り手不足を理由に「ウ」と

回答している例が多い。

2. 定数について

～ 2年未満

4年～
6年未満

6年～
8年未満

8年～
10 年未満

10年～
20 年未満

20年～
30 年未満

30年以上

イ．不足している

ア．適正

男

女

ウ．�多すぎる

86％

15％
3.7％

6.8％

13％ 13.3％
7.7％

11％
10％8％

26％

44.9％

1.1％

1.6％

2.1％

12％

18.5％

6％

0.3％

4％
10％

166

7,118人

2 年～
4年未満
6,229人

5,295人

4,718人3,903人

12,313人

5,858人

2,664人
公務員（2を除く）
2,690人

その他
3,042人

学校教職員
1,461人

自営業
5,252人

スポーツ指導者
（含：プロ競技者）

421人

医療関係者
626人

介護福祉関係者
835人

学　生
105人

無　職	
（含：退職者・主婦・パート）
7,325人

1,430

71

会社員（含：団体職員）
17,750人

～20歳
40人 0.1%

40人0.3%

145人 1%
203人 1.4%

288人 1.9%

546人
3.7%

1,208人
8.1%

1906人
12.8%

2,525人
16.9%

2,702人
18.1%

2,661人
17.8%

1,649人
11.0%

836人
5.6%

39人 0.3%197人 1.3%

288人 0.9%
630人1.9% 182人0.6%

639人1.9%
1,198人 3.6%

1,921人 5.8%

3,187人
9.7%

4,532人
13.8%

4,598人
14.0%

4,774人
14.5%

4,771人
14.5%

3,799人
11.5%

2,386人
7.2%

21～25歳
26～30歳
31～35歳
36～40歳

41～45歳 56～60歳 61～65歳 66～70歳

76～80歳

80歳以上

71～75歳46～50歳 51～55歳



（1）年齢構成　（人）

（1）【選出母体について】

（2）【委嘱（再任）形式】　（市区町村数）

（3）�【委嘱（再任）に関する基準や観点等】（複数回答可）

Ⅱ-2 -(1 )でも見たとおり、都道府県レベ
ルでは知事部局に所管が移行する傾向にある
が、実際市区町村における委嘱主体は教育委
員会のままとなっている現状がある。このこ
とが都道府県と市区町村間の情報共有化に影
響を及ぼすことがないのか懸念される。

「その他」の自由記載では、
基準は特に設けないとして
いるところが多くみられた
が、「居住地」や、性別、ス
ポーツへの関心度などを考
慮する例もある。

「その他」については教職員経験者や医師会推薦枠などのほか、
現職推進委員の推薦による場合が多く見られる。

4. 選任・委嘱について

年齢に関すること

行政の長

教育委員会
82％

8％
8％

16％

24％
22％

20％

18％

1,367

3502％

その他
109

指導歴・活動歴
に関すること
754

スポーツ推進委員
としての活動状況
に関すること
914

301

区　
分

定　数 男（人） 女（人） 計（人）

1 町会、学区（公民館を含む）等の地域組
織から 18,439 6,991 25,430(55.24%)

2 スポーツ・レクリエーション団体から 2,685 1,287 3,972 (8.63%)

3 一般公募 2,039 1,388 3,427 (7.44%) 

4 教育委員会・主管課の推薦 5,066 2,816 7,882 (17.12%)

5 その他 3,453 1,871 5,324(11.57%)

31,682 14,353 46,035

活動に必要な資質や
能力に関すること

人柄や住民からの
信望に関すること
1,034

推薦団体・
一般公募に関すること
382

1,115



①�市区町村教育委員会又は首長部局
において委嘱している活動（複数回答）

③�スポーツ推進委員組織での	
ファミリースポーツ関連事業への取組　

⑤�スポーツ推進委員組織での
　障害者対象事業への取組

②�スポーツ推進委員組織での	
幼児・小学生対象事業への取組　　　

④�スポーツ推進委員組織での高齢者
対象事業への取組

⑥�スポーツ推進委員に今後期待する役割
（一番期待する役割）　　　　　

「その他」では町内スポーツ事業の運営補助、
教育委員会の体育事業の補佐役、介護予防教
室への出前軽スポーツ教室、小学校スポーツ
クラブ対応、ニュースポーツの普及などの記
載があった。

「その他」では多世代を対象とした事業に、
年齢制限を設けない事業の記載が多い。

「その他」では総合型地域スポーツクラブで
の取り組み、特別支援学級運動会や町会から
の依頼に応える事業の報告があるが対象を限
定しないプログラムが多い。

「その他」では出前講座や総合型地域スポー
ツクラブを通じた例があげられ、また、幼児・
小学生のみを対象とした事業ではなく、年齢
制限を設けず、子どもから高齢者まで広く参
加できる事業実施があげられている。

「その他」では総合型地域スポーツクラブと
連携した事業や社会福祉協議会等からの要請
による事業報告がある一方、年齢を限定しな
いプログラム実施の記載例が多い。

「その他」では喫緊の課題である「部活動の地
域移行に伴う役割」をあげたところがある。
職員（行政）が行っているスポーツ推進委員の
委員会運営事務を、独立して行うことを期待
する記述がある。一方で、人材が不足してい
て、期待しすぎるとなり手が見つからなくな
るとして期待することへの懸念を示したとこ
ろもある。

5. スポーツ推進委員の活動内容について

スポーツ事業の
企画・立案

スポーツ事業
の運営

総合型地域スポー
ツクラブの創設や
運営への参画

学校施設開放の管理

地域スポーツ活動全
般にわたる連絡調整
（コーディネーター）

その他

29％

22％

25％

6％
1％
14％
3％

取り組んでいる
事業がある

取り組んでいる
事業がある

取り組んでいる
事業がある

取り組んでいる
事業がある

現在は取り組んで
いないが実施に向け
検討中である

現在は取り組んで
いないが実施に向け
検討中である

現在は取り組んで
いないが実施に向け
検討中である

現在は取り組んで
いないが実施に向け
検討中である

スポーツ事業の
実技指導

スポーツ事業の
企画・立案

スポーツ事業の運営

総合型地域スポーツ
クラブの創設や運営へ
の参画

学校施設開放の管理

地域スポーツ活動全般に
わたる連絡調整
（コーディネーター）

その他

特に実施
していない

特に実施
していない

特に実施
していない

特に実施
していない

その他

その他

その他

その他

48％

41％

19％

41％

6％

8％

11％

8％

40％

47％

65％

47％

6％

4％

5％

4％

23％

24％20％

1％

23％

7％

2％

1,411

791

676

312 602

42

635

540
194

601

33

664

106

131

182

126

649

761

1,055

767

148 94

64

79

73

713

65

309

1,213

1,072

スポーツ事業の
実技指導



①年齢による場合定年制

②任期による場合

（1）年額支給の場合 （2）出日当額

6. 定年制について

7. スポーツ推進委員に対する報酬

定年制「あり」と回答しながら具体的年齢を明示していない例もあり把握
できたところを整理すると次のとおりとなる。

任期による制限を設けている例があるが、その数は少ない。10期=4件、15期・7期・6期・5期・3期・
2期それぞれ1件の報告がある。7期を限度とする場合も連続で7期を超えて委嘱しないが1期空けれ
ば再度委嘱可能といったように単純ではない。

スポーツ推進委員一人当たりに対する報酬は、市区町村ごとに大きなばらつきがある。
「出日当」制をとり年額で集計できないところがある中で年額に集計できる範囲で整理すると、概ね
次の表のとおりとなる。
報酬が集中しているのは年額にして1万円から4万円の間となっている。

＊年齢を設定する場合、委嘱時の年齢とする、任期中に当該年齢を超えない
こととする例や、また「概ね○○歳」として明確にしない場合、委員経験の有
無などで違いを設けたりする例、さらに役職の関係を考慮する例などもある。

1 2

14

60歳 63歳 65歳 68歳 69歳 70歳 72歳 73歳 74歳 75歳 76歳 80歳

50

38

25

13

0

43

22 1 2 1 1 3

23

0

75

150

225

300

1万円未満 12万円以上
13万円未満

6万円以上
7万円未満
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262268
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107

119
105

97

166

113

59

22
14 13

119
105

97

166

113

59

22
14 13

3,000円未満 6,000円以上
7,000円未満

10,000円以上

0

45

90

135

180

出日当の額を記入した市区町村について整理する
と下図のようになる。このほか、額を固定しない例
や、役職ごとに差をつける自治体もある。

あり

なし

報酬（年額） 出日当額

8％

92％

121

1,436



327

27
0

132

3 1 0 0 0 0 01

62
27
1
20

3 2025
10

100

200

300

400

８
回
以
上

７
回

６
回

５
回

４
回

３
回

２
回
〜
３
回

２
回

１
回
〜
２
回

月

１
回

年 162

11
0 00 0 0 0 0 0 0 0 0

53

2 1
15
1
12

3 13 1 1 1 420

45

90

135

180

12
回

10
回

９
回

８
回

７
回

６
回

５
回

４
回

３
回

２
回
〜
３
回

２
回

１
回
〜
２
回

１
回

年
月

（3）�推進委員に対する現物支給について （4）�「みんなのスポーツ」
　　「推進委員手帳」の購入費について

①市区町村主催の研修会・講習会について

8. 市区町村における研修の機会について

今回の調査では「実技」と「実務」を分けた。

その他、スポーツ推進委員を対象とした研修の開催状況
各市区町村における研修会数は上図のとおり
で、実技・実務ともに年に1回とする例が最も多
い。『特に実施していない』と回答した市区町村が
835件ある。「その他」の記述から市区町村として
の研修ではなく県や管区、地域ブロック単位の研
修に参加や他市町村との合同研修会参加の例や、
必要に応じて開催するとする例もある。

「スポーツ推進委員手帳」
負担あり

「スポーツ推進委員手帳」
負担なし

改選年度における新任研修
を実施している

地区スポーツ推進委
員協議会が行う推進
委員対象の研修特に実施していない

その他

「みんなのスポーツ」　　
負担あり

「みんなのスポーツ」　　
負担なし

35％
65％

42％
58％

10％

37％49％

5％

実技研修実施回数 実務研修実施回数

現物支給「なし」

71％

29％ 現物支給「あり」

現物支給「あり」

1,617

529

653

897

990

655

ポロシャツ

その他

37％

36％

434

162

616
815

79

603

580

ジャンパー

27％



全国研究協議会参加

地区（ブロック）研修会への参加

①立ち上げ・運営について

②未設置（設置できない理由）

都道府県研修会への参加

「その他」の記載から市区
町村が被表彰者を対象とし
て全額支出する場合や、人
数制限を設ける例がある。

前回調査（平成30年）より、
「参画していない」の回答が増
えている（626⇒820）

総合型地域スポーツクラブが未設置の場合の主な理由の記述から、多くは人材不足、ニーズのなさ
を挙げている。加えて、設置したものの資金難や後継者不足で休止や廃止となったとする例が少なか
らずある。

「その他」の記載から地区
被表彰者を対象として全額
支出する場合や、人数制限
を設けて助成する例、公用
車での送迎の例もある。

「その他」では公用車、市バ
スやマイクロバスの提供の例
が見られる。また被表彰者対
象に全額負担とする例などが
ある

10. 総合型地域スポーツクラブとスポーツ推進委員について

9. 研究協議会・研修会への参加及び助成について

助成あり

助成あり

助成あり

全額負担
（参加費、交通費、
宿泊費など）

全額負担
（参加費、交通費、
宿泊費など）

全額負担
（参加費、交通費、
宿泊費など）

推進委員協議会と
して参画している

一部負担
（参加費、交通費、宿泊
費などの一部）

一部負担
（参加費、交通費、宿泊
費などの一部）

一部負担
（参加費、交通費、宿泊
費などの一部）

推進委員個人として
参画している

自費参加

自費参加

自費参加

その他

その他

その他

参画していない

助成なし

助成なし

助成なし

50％

72％

89％

44％

52％

56％

11％

36％

36％

31％

37％

6％

3％

5％

13％

9％

8％

52％

50％

28％

11％

837

1,186

1,486

305

422

461

620

833

173

820

578

50

36

74

112

107

111

374
829

471

178

「助成」ありの場合

「助成」ありの場合

「助成」ありの場合



前回の調査同様「引き受けてくれる人が
少ない」「地域住民の認知度が低い」が課題
としてあげられている。
「その他」では、今回の調査では新型コロ
ナウイルスの影響で活動が制限されたこと
に触れた記述が多かった。推進委員活動の
課題として、推進委員が仕事との関係で活
動を制限されること、高齢化が進み後継者
不足となっていること、推進委員の活動に
温度差があることの記述があった。また、
計画・企画などについて事務局（行政）任せ
になっているとの指摘もあった。

12. スポーツ推進委員の課題について（複数回答可）

「幼少期の子どもや老年期の市民への取組等への参加支援」など生涯スポーツに触れる記述や「ニュー
スポーツ」の普及等に関する記述が多くみられた。

①�計画の中に推進委員の	
資質向上や研修の充実についての記述

地方スポーツ推進計画の策定の有無

②��計画の中に推進委員と総合型地域	
スポーツクラブの創設と育成に	
ついての記述

その他

③�計画の中に推進委員が果たす	
スポーツ活動全般にわたる連絡調整
についての記述

11. 市区町村単位の「地方スポーツ推進計画」について

策定済

準備中

未定
あり

ありあり

なし

なしなし

38％

6％

56％
66％

39％41％

34％

61％59％

639

102

925
440

268286

229

419399

引き受けてくれる
人が少ない

活動に必要な財源
が不足している

資質向上のための
研修機会が十分でない

地域住民の
認知度が低い

その他

40％

11％14％

32％

3％

1,305

442

1,044

104

352


